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合衆国産業動員体制下の生産の集積
―その一般的傾向一一
横 田 茂
はじめに
アメリカ連邦政府予算局が第二次大戦直後に刊行した戦時行政にかんする
(1) 
記録によると，戦時の合衆国では，つぎの八つの形態の生産統制手段が採用
されたという。
(1) 禁止 (Prohibitions)これには， 不足物資の特定用途への使用を禁止
する「物資命令 (Materialsorders)」，軍需契約以外の特殊な物資の製造お
よびその使用を禁止する「制限命令 (Limitation orders)」， および特定物
資の在庫量を規制する「在庫制限命令 (Inventorylimitation orders)」の
三種類がある。
(2) 優先制 (Priorities)••••••生産者あるいは販売者に対して，高順位の優
(1) "The United States at War, Development and Administration of The 
War Program by The Federal Government," Bureau of the Budget, 
1946, pp. 117-119. 
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権者から順次需要を満たしてゆくよう一般的に指示する。いかなる産業部門
においても，国家機関からこの優先権を与えられた生産者や販売者は，彼ら
の前にいかに多くの需要者があろうとも最優先の供給を確保した。
(3) 割当 (Allocations)••••••特定の物資については，全ての供給が時間的
・量的に国家機関の詳細な計算にもとづく統制のもとにおかれ，かつ他の使
途への転用が禁じられた。
(4) 分配 (Apportionment)……国家が自から特定商品（たとえば生ゴム）
の所有者となり，必要に応じて特定生産者に物資を放出した。
(3) 発注統制 (OrderBoard "Delivery" Control) …•••国家機関が個々
の工場について発注を検閲し，注文の取消しや再調整を実施し，注文品が生
産され，引渡たされる順序を決定した。
(6) 生産日程制 (Scheduling)•…••国家機関が特定物資および部品の生産
を日程表にしたがって直接管理し， それらの供給を必要な時間内に確保し
た。
(7) 非常命令 (OverridingDirectives)……緊急に必要とされる特別の物
資の一定分量（たとえば非常事態用の護衛艦や上陸用舟艇の部品）を特定の
時点・期間に確保するために発せられる，他のすべての命令や統制形態に優
先する効力をもつ特別の命令である。
(8) 統合的統制 (IntegratedControl)……戦略的物資の調達量をその生
産能力の範囲内に制限し，もってつりあいのとれた生産計画を土台として戦
時生産の全般的な統制をはかるものである。 この統制形態には，「生産要求
計画 (ProductionRequirement Plan)」と「統制物資計画 (Controlled 
Materials Plan)」とがふくまれた。
以上の戦時生産統制の諸形態は，（1）から順次発展して，（6)(7)(8)にいたって
完了した。すなわ私最終段階ではこれら八つの統制形態が並存し幾重もの
統制がおこなわれたのであるが，その主要形態は，当初の「優先制」から最
終局面には「統合的統制」と「生産日程制」へと移行し，さらに緊急事態が
生じると随時，「非常命令」へと移行したのである。 もっとも総合的かつ包
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括的な統制形態としての「統合的統制」の段階は， 1942年6月における「生
産要求計画」の採用にはじまり，同計画がより発展した「統制物資計画」に
おきかえられる1942年末に完成する。 したがって，「統制物資計画」を戦時
生産統制の完成形態とみなすことができよう。
この小論の目的は，以上のような展開をとげた戦時生産統制と戦時におけ
る生産の集積との関連について，主としてアメリカ連邦議会資料を参照しつ
つ一定の考察を加え， いわゆる「軍産複合体 (military-industrial com-
plex)」の生成期における生産統制の機能をあきらかにすることである。
ところで小論は， 事業別予算（パフォーマンス・バジェット）や PPBS
など，第二次大戦後のアメリカで発展する予算制度改革の理論と実践を検討
するための一つの準備作業である。周知のように， 「統制物資計画」に代表
される戦時生産統制技術は，戦後の国家独占資本主義における統制技術とし
て転用され，現代の予算制度改革運動に重大な影善をあたえているからであ
る。
さて， 以下ではまず， 第二次大戦期の生産統制の基本的性格を概括しよ
う。
I 戦時生産統制の基本的性格
いま差当り，さまざまの変化に富んだ展開過程を捨象して考えると，第二
次大戦下の生産統制は，（1）軍需発注制と結合する膨大な国家資金の投入，ぉ
よび(2)国家権力による戦略的資源の配分統制権の掌握，の二つを主要な支柱
としていた。
そして，その原型はさかのぽって第一次大戦時の産業動員体制のなかにも
(2) 
とめられる。すなわち，別稿で述べたように，第一次大戦時の合衆国にはと
くに参戦後，巨大な戦費支出と結合した軍需品調達の急激な展開が，再生産
(2) 拙稿，「戦時国家独占資本主義と連邦行財政制度の変貌」「圏西大学商学論集」，
第21巻第2号，昭和51年6月。
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の混乱，財政危機およびインフレーションなどを生みだすなかで，国家権力
とシンジケートとの癒着がすすみ， 戦時国家独占資本主義の中枢部が形成
された。本稿の冒頭で述べた「優先制」は，この中枢部において発展した第
一次大戦時の主要な生産統制の形態であった。 ところで，「優先制」の有効
な機能を保証したのは，この国家権力とシンジケートとの癒着の検点となっ
た「商品課 (CommoditySections)」という新しい行政組織であった。「商
品課」は，大統領直属機関として戦時経済統制機構の中核に位置した戦時産
業局 (WarIndustries Board) のなかに，重要物資別に創設されたのであ
るが，その数は57をかぞえた。「商品課」の主たる機能は， 重要軍需物資ご
とに需給の均衡をつくりだすことであって，各「商品課」はこの機能をはた
すために， それぞれの内部に関連する全政府発注機関の代表を組織する一
方，戦時産業委員会 (WarServce Committees of Industry)とよばれる約
350の産業別シンジケートと結合した。「優先制」は，これらの「商品課」に
おいて軍需物資を種々の需要に配分するための主要な手段として運用された
のである。そして，こうした資派配分を基準として，資本や労働力が重要産
(3) 
業に動員されていった。
第一次大戦の経験は第二次大戦にひき継がれ，「優先制」は合衆国の対日
参戦以前の主要な生産統制形態として復活した。しかし1941年末の日米開戦
以後，事実上無制限の軍事支出にうらづけられた軍需発注の急激な膨張に促
迫されて，アメリカ経済は巨大な変化をとげるのであって，全経済活動にお
いて戦時生産のしめる割合は， 1年たらずの間に約15パーセントから33パー
セントヘと急上昇するのである。しかも軍需発注契約は合衆国の工業生産能
力を凌駕した。「優先制」は開戦後も， 第一次大戦時の戦時産業局に匹敵す
る戦時生産局 (WarProduction Board)において運用されつづけた。しか
し戦時生産が全生産の20パーセントに達しはじめた頃から，個別の生産部門
の需給を統制する「優先制」は，中心的な生産統制手段としての効力を失な
いはじめる。すなわち，軍需発注額の急上昇と発注内容の激変あるいは発注
(3) 拙稿，「戦時財政危機と節約運動」，前掲，第21巻第 1号，昭和51年4月。
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競争の無政府性の激化などによって，重要物資の不足やその配分の不掏衡が
拡大し，多数の戦時生産計画が相互に鋭く対立しはじめるのである。
巨額の軍需発注がひきおこした再生産の混乱とともに，戦費調達の重点が
公信用に決定的に移動したために， 1942年に入るとインフレーションの様相
が前面におしだされてくる。「優先制」がこのようにマヒ症状を呈するなか
で，戦時生産局の組織は短時日のうちに肥大化し，また産業別に民間会社を
組織した産業諮問委員会 (industrialadvisory committees) の数も 700以
上に膨張した。このような状況に迫られ，生産統制形態は， より効果的な方
(4) 
策をもとめて急速に多面化するのであるが，その過程ではつぎの三つの発展
傾向があらわれた。
第ーは，戦時生産局を統合参謀本部 (JointChiefs of Staff)の監督下に
おき， 戦時生産に対する軍部の直接的統制を打ちたてようとする傾向であ
る。この試みは実硯しなかったが，軍の代表はしだいに，戦時生産局の主要
(5) 
機関で有力な発言力をもつようになる。
第二は，いわばシビリアン・コントロールを確保しつつ，戦略的資源ごと
に生産と分配を統制する独立した物資別機関を設立する方向であって， 1942
年半ばから，戦時石油管理官 (PetroleumAdministrator for War)，ゴム
管理官 (RubberDirector)， 固型燃料管理官 (SolidFuels Administra-
tor)，戦時食糧管理官 (WarFood Administrator) が設立されていった。
しかし，この方策は，戦時生産局を中心に樺成された生産統制機構を解休す
るので，生産の混乱を拡大する危険が大きく，中途半端なものにおわった。
第三は，シビリアン・コントロールのもとで，戦時生産局を中心として需
給バランスを確立する総合的生産計画を編成し，官僚機構の膨張を最小限に
(4) この経過については， 林堅太郎「優先制度と戦時統制手段の開発」， 京都大学
経済学会「経済論叢」第110巻，第6号，咀和47年12月。 また私は， この過程
を主として戦時統制組織の動態に注目して考察したことがある。拙稿，「戦時
アメリカの産業動員組織と統制技術」「関西大学商学論集」第19巻3• 4号，
屯和49年10月。
(5) "The United States at War" op. cit. p. 280-281. 
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抑制する統制手段を制度化する方向であって，これが主要な生産統制形態と
なった。その第一歩は「生産要求計画」としてふみだされ，「統制物資計画」
にいたって完成した。では「優先制」にかわって，生産統制の主要形態とな
った「統制物資計画」の特徴はどこにあったのか？
いま細部を除いてその中心点のみをとりだすと，「統制物資計画」では，多
くの資材のうち鉄，銅，アルミニウムの三種が「基礎的統制物資」に指定さ
れた。鉄は戦車，銃砲，産業施設，機械などほとんどすべての軍需生産の，銅
は弾薬生産の，アルミニウムは航空機生産の，それぞれ甚礎資材であった。
統制の基本原理は，これら三つの「基礎的統制物資」の生産と分配を完全に
統制し，それをあたかも「舵」のようにして， 他の資材， 金融， 動力， 輸
送，労働力などを動員し，再生産過程の全面に統制をおしひろげようとする
ものであった。ややくわしく述べるとつぎのとおりである。 (1)まずすべての
政府発注機関（陸軍省，海軍省，海運委員会，武器貸与管理局，経済戦争局，
民需局などの機関）がそれぞれ完成品の発注計画を作成し， ついでそれを
「基礎的統制物資」の必要量に還元したうえで主要完成品計画別に分割し，
戦時生産局の申請委員会 (RequirementCommttee)へ提出する。 申請は
「統制物資計画・物資表」に記載されている金属の特定種類，規格にぞって
おこなわれる。 (2)申請委員会に提出された総需要は，そこで戦略計画にもと
づくプログラム別計画に整理されるのであるが，その際「統制物資部 (Con-
trolled Materials Division)」とよばれる戦時生産局内の鉄鋼部，銅部，ア
Jレミニウム部において，関連業界団体の支援を得て「基礎的統制物資」の供
給可能量と比較される。こうして需給の一致が図られ，プログラム別要求計
画と産業別生産計画がくまれるのであるが，「統制物資部」は「基礎的統制物
資」の生産と分配を完全に掌握するため，関連業界より生産・注文，在庫に
関する詳細な報告を常時もとめる。 (4)こうして配分された「基礎的統制物
資」の民間への割当は，一括して各発注機関に委任される。発注諸機関は，
ついで各々が完成品の発注契約をとり結んだ主契約者 (primecontractor) 
に割当てるが，その際，下請契約者への第二次的割当権をも主契約者に移譲
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する。「基礎的統制物資」は， かくして軍需品の生産工程の垂直的分業のラ
インにそって割りあてられる。すなわち「統制物資計画」の核心は，国家権
力による戦略的資源の強制的な配分と軍需品の生産過程における企業間の垂
直的分業閲係とを一本のルートで結合し，再生産過程に対する国家の垂直的
••• (6) 
統制力を貫ぬきとおす点にあった。
以上の考察から戦時生産統制の発展傾向を抽出するとつぎのようになるだ
ろう。すなわち，軍需発注制と結合する国家資金の投入が，再生産の混乱，
ィンフレーション，財政危機などを激化すると，国家独占資本主義の中枢部
に，戦略的資源の需給の均衡を強制的につくりだす機構と手段が整備される
ことである。とりわけ第二次大戦のように，戦時経済が全面動員の段階に入.. 
ると，「優先制」の統制力が， 再生産過程の平面にそっていわば水平的に個
々の生産部門に急速にひろがる動きと，軍需生産のいわば公分母となる少数
の戦略的資源の配分統制を挺子として再生産過程に対する国家の垂直的統制
力を貫ぬきとおす動きとが同時にあらわれ，あらゆる資源が軍事的生産力の
中核にむけて集中的に動員されようとするのである。島恭彦氏はかつて， ア
のような戦時生産統制の発展傾向に注目してつぎのように述べている。
「現代の戦争に於ては上より全体主義的政治体制が強化されると共に，下
よりその体制を充実するものとして経済＝生産力の問題が引上げられて来
る。この所謂戦時計画経済の進行裡にかって資本主義的恐慌の際に商品が金
を求めて狂奔したと正に反対に，財政其他ファイナンスの体系はあくまで自
己の計画性を完成するために物的基礎に結びつこうとする強い傾向を示す。
物的生産力に裏付けられない財政計画は計画の名に値せず，それ自体計画経
済の破綻を意味するものである事は今や常識的にも明かである。何人の眼に
も明らかである財政と物的生産力との間の強力な相互的牽引作用，これこそ
吾々が硯代財政政策乃至財政学の基礎的問題として取上げねばならないとこ
(6) 以上の諸点については，拙稿，前掲，の叙述をその内容上の不備を補正しつつ
要約した。
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(7) 
ろのものである。」
そして， ノービックが「統制物資計画」の必然性についてつぎのように述
べるとき，かれもまた戦時経済における「ファイナンスと物的生産力との間
の強力な相互牽引作用」を意識せざるをえなかったといえよう。
「……しかし，鉄や銅その他の欠乏物資を交換する手段を選択しているう
ちに，戦時生産局は1942年に至って， ドルが物的資源ほどの意味をもたない
ことを認識した。通貨は命令によって無制限に創造できるが，統制の指定を
受けた物資はその量を制約され，その供給は緩慢な，通常は資源需要の増大
(8) 
をひきおこす拡張によってはじめてふやすことができたからである。」
ところで巨額の軍需発注が再生産の混乱やインフレーションをはげしくす
ると，契約，金融，動力，技術，労働力，輸送など経済統制の諸々の環節の
うちで，その重心が急速に物資に集中するのは，それが戦時経済における独
(9) 
占体制をもっとも効率的に再構築しうる中心環だからであろう。そして「統
制物資計画」が生産統制の完成形態であるとされる一つの理由は，それが軍． 
需生産のいわば公分母となる少数の戦略的資源をつかんだからである。
では，戦時生産統制が生産の集積におよぼした影響を，つぎに具休的に分
析しよう。
1I 生産の集積の分析
いうまでもなく，戦争経済の特質は「軍需品納入と直接間接に結びついて
(7) 島恭彦「財政政策論」，河出書房，昭和18年， 2~3ページ。
(8) D.. Novick, The Origin and History of Program Budgeting, Program 
Budgeting, 1965. P. xxii, （福島康人訳， 「PPBSの理論と手法」， 日本経
済新聞社，昭和44年， 16ページ，ただし訳文は同じではない）。
(9) 「原料資源のすべてを， あるいは主要なものをその手におさえることのできる
ところでは， カルテルの発生と独占の形成はとくに容易である。」（レーニン
「資本主義の最高の段階としての帝国主義」，全集第2磋§,238ページ）。
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(10) 
いる経済」である。合衆国においても，軍需発注制と結合する国家資金の投
入が生産統制の一つの支柱であった。したがって，まず軍需発注の少数大会
(11) 
社への集中を基盤とする生産の集積の前進を，順をおって考察しよう。
(1) 軍需契約の集中
周知のように，第二次大戦下の軍需契約方式としては，政府調達諸機関が
民間会社との間で完成品の納入契約をとり結ぶ， いわゆる主契約 (prime 
contract)方式が採用された。その契約額は，｀ 1940年 6月から1944年 9月ま
での間に約 1750億ドルに達したが，このうち約67形（約1170億ドル）は 100
(12) 
の企業との間でとり結ばれている。とりわけ主契約は，航空機，鉄鋼，自動
車，電機通信などの部門に属する大企業に集中した。すなわち，第 1表にみ
るように，当時の合衆国における企業総数の 0.5.%以下をしめ，工場総数の
3彩を保有するにすぎない33社が， それぞれ 10億ドル以上の主契約を取得
し，これら33社の主契約額は全体の過半をしめている。第 2表は，ゼネラル
モークース社を筆頭として，この33社を取得契約額順に配列したものである
が，主契約が航空機，自動車，鉄鋼，電機通信，化学，機械，造船，石油な
どの産業部門に集中している状況が一目瞭然であろう。
(10) レーニン「さしせまる破局， それとどうたたかうか」， 全集第25巻，． 366ペー
ジ。
(11)ここで使用する資料は，連邦議会の上院 SpecialCommittee to Study Pro-
blems of American Small BusinessへSmallerWar Plants Corporationか
ら提出された報告書 “EconomicConcentration and World WarII" (79 th 
Congress, 2d Session, Senate Document No. 206, 1946)である。この資料
は，第二次大戦期の合衆国の経済力集中を記録した基礎資料であって，多くの
アメリカ経済研究者によって使用されている。私の知るかぎり，この資料をも
っとも系統的に用いているのは， H. Lumer, ・ War Economy and Crisis, 
1954（小椋広勝訳「戦争経済と恐慌」． 岩波書店， 1955年）である。小論は，... 
戦時生産統制の機能を分析するという視点に立って，この資料から生産の集積... 
の一般的傾向を抽出することを意図している。
(12) Report of the Smaller War Plants Corporation, "Economic Concentration 
and World WarII", ibid. p29. 
74(650) 合衆国産業動員体制下の生産の集積（横田）
主契約を取得した会社はその契約の一部を下請契約に出した。しかし，戦
時中小企業会社 (TheSmaller War Plants Corporation)が1943年におこな
った調査によると，それは大会社どうしが軍需契約を配分する方式としての
性格を濃厚にもっていた。すなわち調査結果によると，当時 500人以上の賃
労働者を有する大会社が取得した全体の約78％におよぶ主契約額のうち，約
34％が第一次の下請契約に出された。この第一次下請契約の75％は他の大会
社(500人以上の賃労働者を有する）によって取得され，さらにそのうちから
13％が第二次下請に配分されたが，この第二次下請契約の約56％はまた大会
社が取得した。結局，中小会社が取得した軍需契約は，全体の30％に達しな
(13) 
かったと報告されている。このことは多数の中小会社が軍需契約から排除さ
れたことを意味するが，下請契約を取得した中小会社も製品の販路および原
料資材の購入経路の両面から，大会社への従属をつよめざるをえなかった。
第 1表主契約の大会社への集中の状態
(1940年6月から1944年9月までの期間になされた契約行為）
会社 工場 契約
契 約 額（ドル） パーセン 1パーセン契約額 。
数テージ 数ドージ (10億
ハーセン
ド）レ）
プージ
総額..............................I 18,539 I 100 I 22,956 I 100 I 175.1 I 100 
10億以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・• 33 I (l I 621 I 3 I 89.5 I 51 
1億～10億未満・・・・・・・・・・・・・・・・・ 148 I 1 I 878 I 4 I 40.8 I 24 
1,000万～ 1億未満 ・・・・・・・・・・・• 944 i 5 I 2,075 I 9 I ~6. 7 I 15 
100万～1，000万未満・・・・・・・.... 4,223 | 23 5,474' 24 14.4 8 
100万未満・ •...................... 13, 191 | 71 13, 908 | 60 | 3. 7 2 
(1) 0.5％以下
（注） この表は親会社，あるいは結合会社のベースで集計されている。
とるにたりない会社形態をとらぬ企業も含まれている。
War Production Board, Bureau of Program Statistics, "Corporation 
Distribution of Prime War Supply Contracts, Awarded June 1940 to 
September 1944,"; Report of the Smaller War Plants Corporation, 
"Eonomic Concentration and ・ World War JI", 79th Congress. 2d 
Session, Senate Document No. 206, p 29. 
(13) Ibid, pp. 32-33. 
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第2表主契約の会社別集中の状態
会 社 名 契 約 額 パ ー セ ン 1パーセン
(100万ドル）テージ テージ累計
全会社合計・・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・ I 175,062. 91 100. 01 10_._o 
上位100社合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．....…• ~17,634.41 67.21 67.2 
1. General Motors Corp:：:：：:：:：：：：：：:：:：：：：: 13,812.7 7.9 7.9 
2. Curtiss-Wright Corp・・・・・・・・・・・・・・・・・ I ?,091.QI !•!I 1!.~ 
3. Ford Motor-Co •···~·································· 1 5,269.61 3.01 15.0 
4. Consolidated Vultee Aircraft Corp ・・・……… 4,875.41 2.s1 17.? 
5. Douglas Aircraft Co.,Inc •········-··············· 1 4,431.3I 2.5J 20.~ 
6. United Aircraft Corp •······:............,......... J ・ 3,923.01 2.21 22.~ 
7. Bethlehem Steel Co ・・・・・・・・・・・・・・・・・ I 3,789.31 2.21 24. 7 
8. Chrysler Corp•········································· I 3,394.81 1.91 26.~ 
9. General Electric. Co ・  ・ ・ ・  ・  ・ ・  ・ 、.．．..．..．.． 3,300.11 1.91 28.5 
10. Lockheed Aircraft ¢orp.．.．．．．．．．．．．．． 3, 246. 2 1.9 30.4 
1. North American Aviation,. Inc • •...…………•2,768.51 1.61 32.0 
12. Boeing Airplane Co • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • I 2,700.21 1. 51 33. 5 
13. American Telephone & Telegraph Co •····· I 2,562.71 1.51 34.9 
14. Martin. Glenn L.,Co ・・・・:・・・・・・・・・・・ 1 Z-,344.81 1.31 36.3 
15. du Pont, E. I.,de Nemours Co.,Inc••······· I 2,186.21 1.21 37.5 
16. United States Steel Corp·•························· I ・ 1,974.、01 1.11 38.7 
17. Bendix Aviation Corp...::：:：：：：:：:：:：::：：: 1,869.2 1.1 39. 
18. Packard Motor Car Co •·························· I 1,783.81 1.01 40. 7 
19. ~_perry, C_<>rp·•···~····~······························_···· I 1,531.5I ·~I 4!.6 
20. Kaiser, Henry J. Co •·························~··· I 1,384.41.81 42.4 
21. Westinghouse Electric & Manufacturing Co I 1,375. 7¥.8¥ 43.2 
2. Grumman Aircraft Engineering Corp……… 1,330.4¥.81 44.0 
23. Newport News Shipbuilding & Drydock Co I 1,245.8¥.71 44.7 
24. Republic Aviation Corp ……...........………•1,231.51.7\ 45.4 
25. Bell Aircraft Corp.................. I 1,228.3¥. 7¥ 46.1 
26. Todd Shipyards Corp..：:：:：：: :： :：:：：::：:： 1, 191.9.7 46.8 
切． Nash-KelvinatorCorp・・・・・・・・・・・・・・・ I 1,162.61.71 47.4 
28. Studebaker Corp・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ I 1,143.81.71 48.1 
29. Consolidated Steel Corp.,Ltd········ …..••••…•1,097.4].6\ 48. 7 
30. Goodyear Tire & Rubber Co ……••……..・・・・・ 1,091.21 . . 6¥ 49.3 
,31. Standard Oil Co. of New Jersey••…......…•1,053.11.6 
32. Aviation Corp.．．.．.．．．.．．.．．.．．．．．．．．． 1, 045. 6  6 t! : t
3. International Harvester Co••··················…•1,035.81.61 51.1 
注 1940年6月から1944年9月の期間になされた，食糧調達を除く主契約。
Report of the Smaller War Plants Corporation, ibid.,p.30より作成。
さて，主契約の大半を取得した大会社は，それを基盤として，公共投資を
主力とする固定資本投資や研究開発投資の成果を優先的に取得した。つぎに
項をあらためてその状況をみてみよう。
(2) 固定資本投資と研究開発投資の集中
第 3表にみるように，固定資本投資額は， 1940年 7月から1945年 6月まで
のあいだに約 258億ドルに達した。その産業部門別動向を概観すると，まず
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第一に，鉄鋼部門では約40億ドルの投資がおこなわれ，戦前の資産価値を約
50％増加させた。
第二に，戦時の軍事技術の発展を反映して，非鉄金属とその加工部門の生
産能力は，全体として 3倍以上に拡張した。投資は， 主としてマグネシウ
ム，アルミニウム，銅および真ちゅう部門に集中し，その結果，たとえばマ
グネシウムの年生産高は1940年の1200万ボンドから1945年には 5億8600万ボ
ンドヘと急増した。同じ期間にア）レミニウムの生産高は，航空機需要の急増
を反映して約 5倍となっている。
第三に，金属製造業の生産能力は約 2.5倍となったが，とくに航空機と造
第3表 2第次大戦期の固定資本投資（単位 100万ドル）
産業区分
---
1939年の資産 1940年7月～1945年6
見積り (1) 月の固定資本投資 (2) 1939年の固定
資本投
粗価値額純価値額総額政府投資民間投資資 (3)
l ツ ー一
全製造業・・・・・・・・・・・…...・・・・・・ ••••| 39,588 21,304 25,792 17，狂9 8,623 1,338 
金属産業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・I13,3341 1,1001 15,2391 12,1621 3,o771 457 
鉄鋼業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 6, 349 3,439 3,912 2,866 1,046 175 
非鉄金属工業…………………1 979 499 2,292 1,884 4081 33 
金属製造業・・•…..……,．．．．.．．.., 6,0061 3,1621 9,0351 7,4121 1,6231 249 
機械（電機，輸送施設を除く）… 2,3371 1,2011 9861 4931 4931 86 I 
........................ j 8451 4111 6431 3431 300! 42 電気機械
輸送施設..・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,8241 1,5501 7,4061 6,576) 8301 121 
鉄道・電車施設・・・・・・・・・・・・ 5541 3371 301 31 271 3 
航空機・・・・・・・・・・・・・ 1141 81 3, 7911 3,4741 3171 23 
舟i舶＇・ ボー ト・・・・・・・・： 1621 -801 2,5991 2,4741 1251 9 
戦車・自動車・トラック| 1,994 1,045 986 625 361 86 
化学およびその合成品 (4)……; 2, 1801 1, 1891 3, 7721 2, 9801 7921 92 
石油・石炭・••…,．．．．．．．..．．,…… •·I 1, 5651 3, 8381 1, 4391 5371 _ 9021 123 
ぞの他製造工業 (4)……………＇ 16,5091 9,1771 3,854! 3901 3,4641 666 分類不可能なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・ •I. ．..．.．．．．.．．．．．．．．．．．．．1 1, 488| 1, 100 388.．．．． 
(1)実物資産を基準とする， Statisticsof Income for 1939, Burean. of Internal 
Revenue. 
(2) 1930年のデークにおける産業分類によって調整している。
(3) Cencus of Manufactures, 1939. 
(4) 塗料， ニス，石けん，薬品， トイレットペーパー，動物性・植物性油はその他
の製造業にふくめる。
War Production Board; Report of the Smaller War Plants Corporation, 
ibid, p. 38より作成。
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船部門および自動車部門に集中的な投資がおこなわれた。
第四に，化学部門の拡張も著しい。とりわけ，レーヨン， プラスチック，
およぴ窒素化合物（爆薬，肥料の原料となる）生産部門の大拡張によって，
基礎的化学物資の生産能力は約 3倍となった。
以上のように設備投資の産業部門別配分は主契約のそれにほぽ照応してい
る。つぎにこれらの設備投資の投資主体別配分をみると，約67％が公共投資
であって，総額 172億ドルにのぽる連邦政府資金が， 生産の拡張の最も著し
かった鉄鋼，非鉄金属，航空機，造船，化学，自動車などの部門に集中的に
投資された。そこで，このように設備投資の主力となった公共投資の内容を
いま少し立ち入って検討しよう。
公共投資はつぎのように配分された。① 連邦政府が直接管理する兵器廠
の拡張に22億ドル。② 小規模な爆弾，砲弾の製造に従事する賃貸経営施設
(management-fee operated facilities) の拡張に34億ドル。③ 民間会社
に管理が委任される政府所有工場 (Government-ownedfacilities)の建設拡
(14) 
張に 116:億ドル。すなわち， 公共投資の約67％は国防施設会社 (Defense
Plant Corporation) を筆頭とする政府機関によって政府所有工場の建設拡
張にむけられた（第4表参照）。 この巨大な政府所有工場の管理のほとんど
第4表 政府所有工場の建設投資の分布
機関： 100万ドル
：塁戸竺:::::::::::::::::::::::::::.・.・.-:::::::::::~:!!! 
：：こ~::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::: 1,悶
復興金融会社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 327 
：門冨;~;:: :  :  :  :  : : : : ; :  :  :  :  :  :  :  :  :  :  :  :・.~・・．： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： •. ：．．： ： 盟
合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,569
(1) 農務省および国防供給会社を含む。
Report of the Smaller War Plants Corporation, ibid., p. 48. 
(14) Ibid., p. 48. 
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第 5表 政府所有工場の管理の会社別集中の状態
（単位 1000ドル）
価値額 — 
ハーセン
アージ
全政府所有工場・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 11,185,412111,185,4121 ・ 100.0 
上位 100社計...................................................1 8,390,7541 8,390,7541 75.0 
1. General Motors Corp 
2. Aluminum Co. of Am盗玉;・:::::::::| 794,721 794,721 7.1 491,9051 1,286,6261 11.5 
3. Curtiss-Wright Corp.．.．: : : : ： : ： : :  : ： :  :  ： :： ： : 475, 884 1, 762, 510 15. 8 
4. United States Steel Corp・・・・・・・・・・・............. :... I 429,9081 2,192,4181 19.6 
5. Ford Motor Co.......................................... I 361,483I 2,553,901I 22.8 
6. Bethlehem Steel Corp ・・・・・・・・・........ I 265,144I 2,819,045I 25.2 
7. Chrysler Corp............................................. 1 209,6581 3,028,7031 27.1 
8. united Aircraft Corp:：:：：::：：：:：:：:：:：:：:：:：： 206,232 3,234,935 28.9 
9. Kaiser, Henry J. Co ・ ・  ・ ・  ・.・.. ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・・ ・  ・  I 199, 769[ 3,434, 704[ 30. 7 
10. General Electric Co.................................... I 198,8631 3,633,567[.32.5 
11. Douglas Aircraft Co, Inc........................... I 196,8931 3,830,4601 34.2 
12. Republic Steel Corp ・・・・・・:............ I 189,5631 4,020,0231 35.9 
13. Dow Chemical Co • ・. ・ ・ ・ ・・ ・・ ・・  ・ ・  ・ ・  ・  ・  ・.・ ・ ・ ・ .I 177, 3141 4; 197, 337[ 37. 5 
14. Anaconda Copper Mining Co.. •·•…,............... 156,244[ 4,353,581[ 38. 9 
15. Union Carbide & Carbon Corp..................... I 146,071[ 4,499,652[ 40.2 
16. Consolidated Vultee Aircraft Corp…………… 142,712[ 4,642,364[ 41.5 
17. Standard Oil Co. of N. J.............. 1 123,426[ 4,765,790I 42.6 
18. Bendix Aviation Corp................................. 1 108,939[ 4,874,729[ 43.6 
19. Packard Motor Car Co・・・・・・・・・・・・・・・・・ 102,810[ 4,977,539[ 44.5 
20. Continental Motors Corp・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. ・・・・ I 101,719[ 5,079,258[ 45.4 
21. Studebaker Corp・・・................... I 93,288[ 5,172,546[ 46.2 
22. Bell Aircraft Corp.. • • ・  ・ ・  ・  ・ .・ ・. • ・ ..．.．.．.．．.．．.92,8551 5,265,401I 47.1 
23. Goodyear Tire & Rubber Co ………• 86, 7271 5,352,1281 47.8 
24. Todd Shipyards Corp ・・・・............. I 83,1861 5,435,3141 48.6 
25. Koppers United Co ・  ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・  ・ ・  ・ ・.・ ・ .... I 81, 350[ 5,516, 664[ 49. 3 
26. North American Aviation, Inc・・・・・・・・・・・.. ・・.. I 78,4251 5,595,0891 50.0 
27. United Engineering & Foundry Co............... 1 76,1621 5,671,2511 50.7 
28. Cities Service Co ・・・・・・・・・・・・........ I 74,2921 5, 745,5431 51.4 
29. Sperry Corp・・・・・・.. ・. ・・・・............... I 73,713[ 5,819,256I 52.0 
会 社 名 資産価値
累 計
Repot of the Smaller War Plants Corporation, ibid~ pp. 49-50より作成。
すべては，主契約を取得した大会社に委任されたが，その集中度は主契約の
集中度よりいっそう強い。すなわち，第 5表にみるように， 100の大会社が政
府所有工場の資産の75％を管理し， 26の会社でその50％を管理しているが，
これらの会社のほとんどすべてが，主契約取得会社の上位にランクされてい
る（第 2表参照）。連邦議会の報告書はこの事態をつぎのように述べている。
「多くの政府諸機関は，大会社には新しい政府所有工場を管理する能力が最
も備わっていると考えた。というのはそれらは自らの大工場を管理した豊富
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な経験を有しているからである。特許，技術者，労働者，その他一般技術的
力量を提供しうる大会社がこれらの施設を管理することにより， 最も迅速
に大量生産が実現すると考えられた。…•••その結果，政府所有工場の管理の
(15) 
集中は，戦時経済の他のどの分野よりも大きくなった。」
つぎに戦時5年間の固定資本投資の33%，総額86億ドルを占めた民間投資
のうち，約48億ドルは軍需工場にたいする投資であって，その過半(51.1%)
(16) 
100の大会社によりなされた。 そしてこれらの大会社は民間投資を刺戟．促
進する戦時税制の便宜を優先的に取得した。周知のように，第二次大戦期に
は税法上の特別措置としての加速度償却制度が復活し，主として陸•海軍両
省から必要証明書 (Certificatesof Necessity) を公布された，いわゆる緊
急施設 (EmergencyFacilities)について五年間の定額償却が認められた結
果，軍需生産施設のための民間投資には，連邦政府より「無利子の財政投融
第6表
必要証明書交付額の産業別分布
I C%） 
製造工業 65.1 
鉄 鋼
非鉄金属
化 学
石油
機械
銃砲，弾薬，軍用車，造船
航 空機
その他（紙，パルプ等）
非製造工業
鉄 道
その他の運輸
電 力
その他
(15) Ibid., p. 48. 
(16) Ibid., pp. 46-47. 
12.1 
4.7 
5.9 
9.6 
8.6 
9.7 
34.9 
21.3 
3.3 
7 •7 War Production Board Facilities Action, 
7.8 July 1954, W. P. B. Program and Statistics 
Bureau Facilities Branch, August 1954. P. 
12. cited by U. S. Dept. of Commerce, 
Accelerated Amortization and Private Fa— 
cilities Expansion, Survey of Current Bu-
4.1 
siness, May 1951, p. 13.；高寺貞男，「アメ
6.2 
り力における特別償却と反独占論」「会計」第
70巻第5号，昭和31年， 11月， 121ページ。
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(17) 
資と補助金」が追加補給される効果を生んだ。第6表にみるように必要証明
書の交付は軍需産業への集中度がたかく，主契約を取得した大会社が必要証
明書の大部分を受け取ったと推定される。しかも，この特別償却額は政府調
達の契約価格の最終決定に際して原価に算入されたので，主契約を取得した
(18) 
大会社の多くは戦争中にその固定資本投資額の全額を回収した。
第7表政府研究開発投資の配分 (1940年から1944年の期閻）
（単位 1000ドル）
--
～＼．‘-～ 実施主体 政府の私的産業教育団体その他州
投資機関 ＼＼研究所 の研究所I•財団政府など 1純号序日
省:''''
闘：：  ：  ：  ：  ：  ：  ：  ：  ：  ：  ：  ：  ：．::::: 
内務・・．．．．．．＿．．．．．．．．．．．
海軍•.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．..．．．
陸軍..................
独立機関：
公衆保健局・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
国家航空学諮問委員会・・・………
テネシー河域公社…………•
その他・・・．．．．．．．．．．．．．．
緊急機関：
科学研究開発局・………•……--·I 5,956I 110,047I 220,s111.. ………• 336,820 
復興金融会社・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．． 19,0301 . 401............ 1 19,070 
戦時生産局；生産研究開発局•'.;………… 2;6301 2, 7561 3111 5;697 
その他・:.:...............:... :.... I 1161 6;8731 1;2211 1381 8;408 
準政府機関：
国立科学アカデミーおよび国家
研究会議(2)・ •...................... 1, 083|.．．.．．．I.．．．．．．．．．．．． 5, 991 
投資総額・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 688, 810 914, 738 235, 257 35,470 1,879,183 
113,8801............ 1 ・・・・・・I. 34,565 
33,9861 4901 3041............ 
88,4311............ 1 ・1...... 
97,8531 248,8341 1,9391............ 
227, 1291 523, 6691 3, 5201 328 
148,445 
34,781 
88,432 
348,626 
754,647 
15, 2591 19: 
93,4291 75 
10,0491............ 
1,5781 2,891 
71~75 
7
.
4
 
463958
73
64 
’
 
2
 
15,998 
94,462 
12,929 
4,878 
(1) 各機関相互の移転は省略。
(2) 実施主体を区分できない投資が4,908,000ドルある。
U. S. Senate, Subcommittee ・on War Mobiliz~tion, Military Affairs Co-
mmittee, the Government's Wartime Research and Development, -1940-
44, pt. 1. pp. 277-326, ; Report of the Smaller War Plants Corporation, 
op. cit.,p. 51. 
(17) 高寺貞男「アメリカにおける特別償却本質論」， 京都大学経済学会「経済論
叢」，第78巻第1号，昭和31年7月。
(18) 高寺貞男， 「特別償却と価格決定(-)（二）」， 「会計」第73巻， 第2号および第3
号，昭和33年2月およぴ3月。
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さて，以上のように主契約の取得を基盤とする固定資本投資の集中は著し
いが，研究開発投資の集中もまた著しかった。第二次大戦期には軍事技術の
開発に迫られて研究開発投資が飛躍的に膨張するが，その主要な推進力は公
共投資であった。すなわち研究開発投資の規模は，戦前の年平均3~4億ド
ルから戦時には年間約8億ドルに膨張する。このなかで民間部門の研究開発
投資が戦前の約％に減少するのと対極的に，政府研究開発投資は約10倍とな
(19) 
るのである（戦前，政府研究開発投資は投資総額の約％をしめていた）。
こうして公共投資が研究開発投資の主力であったことはあきらかである
が， 第7表にみるように， 陸軍省， 海軍省， 科学研究開発局 (Office of 
Scientific Research and Development)および農務省が主要な投資機関で
あった。とりわけ陸・海軍両省，科学研究開発局およぴ復興金融会社の投資
の大半は研究開発契約を通じて民間部門において消費されたが（それは政府
研究開発投資額の60彩に達した）， その大部分はまた， 主契約を取得した大
会社の附属研究所に集中した。少数大会社への契約の集中傾向は第8表にみ
るとおりである。そしてこの契約の約90％は，開発された特許の所有権を哭
(20) 
約会社に移譲することを認めていた。
第8表政府研究開発契約の少数民間会社への集中の状態（単位 ドル）
パーセ パーセ
会社数（累計） 契約額 ンテー 1 会社数（累計） 契約額 ンテー
ジ（累計）1 ジ（累計）
ぎ位含閥 罪街器：Ii支占位：［ 巴::iI1: ！ 
（注） SignalCorpsの契約額は含まれていない。
Reports ・submitted to U.S. Senate Subcommittee on War Mobilization, 
Military Affairs Committee; Report of the Smaller War Plants Corpora-
tion, ibid~ p. 52. 
(19) Report of the Smaller War Plants Corporation, op. cit~ p. 51. 
(20) Ibid~ p. 53. 
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ところで，第二次大戦期には巨額の原子力開発投資がなされ，技術革新の
飛羅をもたらしたことは周知のとおりである。原子力開発投資は＇-上記の政
府研究開発投資とは別に，約20億ドルに達し，そのうち約13億ドルを費して
巨大な政府所有工場が建設された。それは政府所有工場の建造契約を取得し
た少数会社 (Westinghouse,General Electricなど），あるいはその管理を
ひきうけた少数会社 (UnionCarbide & Carbon Corp.,Eastman Kodak, 
(21) 
1.E. du Pont de Nemous Co.など）に巨大な利得を保証した。
(3) 原料・資材および労働力の集中
以上の考察で，軍需発注制と結合する国家資金の投入によって生産の巨大
な集積が生みだされたことがあきらかになった。最後に，戦時生産統制のい
ま一つの支柱であった，国家権力による戦略的物資の配分統制権の掌握が生
みだした生産の集積の前進を概観しよう。
連邦腺会の報告書には， 1942年の第3四半期における鉄，銅，アルミニウ
ムの配分の状況が記されている（第9表〔 1］～〔6]参照）。この時点では
「統合的統制」の第一段階である「生産要求計画」が実施されていたのであ
るが，後に「統制物資計画」で「基礎的統制物資」に指定される三つの戦略
的物資の少数会社への配分の集中は， すでにこの時点で著しい。 そして，
「統制物資計画」では少数の会社の戦略的資材にたいする支配力はいっそう
強まった。連邦議会の報告書は，この事情をつぎのように述べている。
「生産要求計画」と「統制物資計画」との基本的相遮はつぎの点にある。
すなわち，前者は下請契約者が政府機関（戦時生産局）から直接資材を入手
するのに対して，後者は下請契約者が主契約者より資材を入手する。こうし
て「統制物資計画」では，主契約会社が下請契約会社への資材配分にかんす
る最高の決定者となる。「この純粋に技術的な相遮は， 戦時生産が低下しは
じめるや否や重要な要素となった。主契約を取得した会社は［軍需契約が削
(21) Ibid., pp. 53-54,J. S. AlP.n, Atomic Imperialism : The State, Monopoly, 
and the Bomb, 1952 （世界経済研究所「原爆帝国主義」大月書店， 1953, 
19-28ページ）。
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減されはじめると，しばしば下請契約を打ち切った。かれらは下請契約—
および資材の配分—を自ら『かこいこみ』， 自社の工場で生産をおこなっ
た。この行為は，統制物資計画がかれらに資材に対する統制権を与えたこと
(22) 
によって可能となった。」
さて，「統制物資計画」のもとでは， 生産統制の中心現である少数の戦略
的資源一「基礎的統制物資」一の集中を基軸として，資本，労働力，動力
などが軍需部門に集中的に動員された。ここで少数の大会社への労働力の集
中の状態をみると，第10表のとおりであって，軍需産業における中小会社の
地位はおおきく低下している。
第 9表 戦略的資源の少数民間会社への集中の状態 (1942年第3四半期の時点）
〔1〕銑 鉄 （単位トン）
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73 I 220,971 
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203 I 560,029 
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(22) Report of the Smaller War Plants Corporation, op. cit., pp. 36-37. 
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(2]鉄合金
会社のグループ
ロロロロ~~ニエェロ~~~~"~"""~"" •••••••••• ェニii•••••••••• ~"~"~~~~~~ ．．． 
~"~~~~~~~~ .••.•••••• ""~~"~~~"5 ．．． ． 
•••••••• ．．． ． 
••••••• •••••••• ••••••• 
~工~~~~~計~．．． 社~~
250750計
120合
ニ＿ー大社
最会12657016 社
位ー1ー饂
上IH全
（単位トン）
I保有施設数 使 用 量 ；ピぢン
664 564,780| 40.9 
243 217,680 15.7 
98 l13,957 8.3 
94 65,926 4.8 
52 56,279 4.1 
92 33,568 2.4 
62 29,838 2.2 
86 25,508 1.8 
1,391 I 1,106,554 
ao,1ao I 1,379,573 
80.2 
100.0 
〔3Jステンレス鋼
会社のグループ
（単位ポンド）
保有施設数 使 用 者
ノもーセン
―｀疇•プーソ
竺禁二翡：：：：：：： ：： ： ：：：：： ：： 
：：器噂：： ： ：  ：  ： ：  ：  ：  ：  ：  ：  ：  ： •.::  :  ： : ： : :：: ：: •. 
最大78社計・．．．．．．．．．．．．．．．．．
全製造会社合計...................'.
508 I 36,223,831 
137 I 11,857,536 
124 I 7,237,856 
6 I 487,446 
775 I 55,806,669 
30,130 I 95,557,077 
9
A
岱
二
。
3
7
1
2
7
-
5
8
0
0
 
ー
〔4］ア）レミニウム
会社のグループ
（単位ボンド）
保有輯暉！使用量 亡百ン
竺炉二翡：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：
： 器二盈：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：
：醤二翡ば．:::::::::::::::::::
: ｝器二塁：： •.:: ： ： •. :： ： ： : ： : ： ： ： : ：： : ：  :: ：  ：  
最大200社計.................
全製造会社合計・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．
47. 1159, 118,631 
232 I 33,360,855 
181.I 14,443,120 
88 I 11,772,103 
88 I 6,534,616 
59 I 4,975,089 
64 I 3,124,080 
73 I 3,318,623 
1,232 1236,647,117 
30,130 1269,970,717 
9
4
3
4
4
8
2
2
7
0
 
翌
t
t
t
-
巴-謳
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[5]銅
会社のグループ
（単位ポンド）
i保有施設数 使 用 量 パーセン
| 
テージ
戸合三喜•'：・．．．．．•9 : ：.． 
；；盈二｝腐：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：： ： ： ： ：：
最大104社 計・・・・・・・・・•.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．.．．
全製造会社合計・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．
506 1227, 370, 927 
218 I 22,655,610 
127 I 12,479,591 
so I 7,778,571 
9 I 808,724 
940 ¥271,093,423 
30,130 1341,732,525 
点
'
3
2
-
3
―。
6
6
6
3
2
7
9
0
0
 
ー
C6J銅合金
（単位ボンド）
パーセン会社のグループ 保有施設数使用量 ―̀ . プーン‘
上位 1社一 25..............・・・・・・ 1 567 l4s3, 1ro,06s I 51.1 
：； 悶二腐．•：  ：  ：  : ：  ：  ： :: ：: ： : ： ： : ：:  ：  : ： : ：： : 148 71, 475, 539 7. 5 
I/ 76 二~2~:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
172 38,907,212| 4. 1 
111 29,478,674 | 3.1 
 101 -125・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. ・・・.... 1 84 i 21,337,884 i 2.3 
：：醤二醤：： ．：．．．：．：．： ： ：  ： ．：  ：  ：  ：  ：  ：  ： 昇爵：喜：f；g | f : i 
/ 176 -200・・・・・．．．．．．．．．．．．．．． 73 I 15,623,226 I 1.7 
最大200社計・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,289 1898,522,658 I 73.9 
全製造会社合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ I 30,130 1945,739,933 I 100.0 
Report of the Smaller War Plants Corporation, ibid~ pp. 34-36より作成。
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第10表軍需産業における中小会社の地位の低下 （単位パーセント）
1 雇用者500人未満の会社
雇用に占める比重 会社総数に占める比重
1939年． I1944年 1939年 |1944年
全製造業・・•......................................1 s1.1 I a8.1 I 98.9 I 97.8 
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35.6 97.6 94.6 
35.7 98.7 97.8 
9.5 ........ 74.1 
41.8 98.4 97.1 
15.2 95.3 90.8 
7.3 95.3 87.8 
36.0 98.4 97.7 
23.1 95.2 90.7 
15.4 96.8 89.0 
36;6 95.4 97.6 
73.9 99.6 99.5 
61.5 96.8 97.7 
40.9 91.7 92.5 
52.2 99.3 98.7 
50.2 98.4 98.0 
69.3 99.2 98.8 
83.7 99.6 99.3 
78.2 99.7 99.5 
53.9 97.9 95.2 
58.8 99.7 98.7 
Bureau of Old-Age and Survivors'Insurance; Report of the Smaller War Plants 
Corporation,. ibid. p. 24. 
m 結論と展望
第二次大戦期の生産統制は，（1）軍需発注制と結合する国家資金の投入，ぉ
よび(2)国家権力による戦略的資源―とりわけ鉄，銅，アルミニウムー一—の
配分統制権の掌握，の二つを主要な支柱とした。前節であきらかにしたよう
に，それは生産の集積の巨大な前進をもたらし，戦争経済における少数大会
社の独占体制を飛躍的につよめる手段としてはたらいた。生産統制はまた，
この独占体制の内部において金融資本諸集団の勢力配置のはげしい転換をよ
．．．．．．．．．． 
ぴおこすのであるが，その詳細は，生産の集積の内部構造を分析する別稿に
ゆずらざるをえない。
合衆国産業動員体制下の生産の集積（横田） （663)87 
ところで「統制物資計画」が生産統制の完成形態として一定の合理性と効
率性を発揮しえたのは，軍需生産の独占体制を「とくにたやすく」構築しう
る少数の戦略的資源の配分統制という中心環をつかんだからであるばかりで
はなく，民間の大会社で適用されている「洗練された」統制技術を戦時生産
局のなかに移植し，戦略的資源の配分技術を合理化したからでもあった。つ
ぎにこの点に若干ふれておこう。ノービックはこうした技術として，（1）主た'
る諸目標の設定，（2）これらの目標達成に必要な諸フ゜ログラムの規定，（3）さら
に具体的目標のそれぞれに合致する資源の選択，（4）利用可能な手段の系統的
(23) 
な分析，などをあげている。そして戦時生産局の資源配分決定過程に移植さ
れた「洗練された」統制技術は，逆に戦時経済のなかに「生産の組織性」を
うちたてる手段となった。 別の機会に紹介したように， 戦時生産局の高官
は，「統制物資計画」は， アメリカの産業家がその個々の生産を計画すると
同じように大量生産の技術と経験を国全体に適用する結果，国内のすべての
生産的工場があたかも 「一つの巨大会社」のようにあつかわれ， 国全体が
(24) 
「一個の国立兵器廠」のようになる，と述べている。 すなわち，「統制物資
計画」は，国家権力による戦略的資源の配分と軍需品の生産過程における企
業間の垂直的分業関係とを直結したことはすでに述べたが，また現実の生産
体系のなかで機能している最新の統制技術を自らの技術としてとり入れたの
である。「統制物資計画」が社会的な軍需生産の過程をあたかも「一つの巨
大会社のように」組織化するという目的を，合理的・効率的に（すなわち官
僚主義を最小限にして）遂行しえたのは，こうした条件を制度化したからで
あるにほかならない。
だがこれは現実には事態の一面であったにすぎない。すなわち，あたかも
今世紀初頭の先進資本主義国における生産の集積を分析したレーニンが，
「カルテル化のもっともすすんでいる重工業とくに石炭業と鉄工業のおか
れている特権的地位が，その他の産業部門で『計画性のますますはなはだし
(23) D. Novick, op. cit, p. xxvi（邦訳，前掲書， 20ページ）ぐ
(24) 拙稿，前掲。
88(664) 合衆国産業動員体制下の生産の集積（横田）
第 1図 戦時経済統制機構(1943年秋）
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"The United States at War" Bureau of the Budget, 1946, P.386, P.398, PP.429-430より作成。
合衆国産業動員体制下の生産の集積（横田） •(665)89 
(25) 
い欠如』に導いている」と述べたように，第二次大戦期には，国家によって
保証され技術の非常に急速な発達をとげた軍需産業の特権的地位が，その対
(26) 
極に生産の無政府性を急速に拡大したのである。「統制物資計画」は． こう
した矛盾をはげしくすることによって，経済統制機構のあらたな膨張をよび
起こす起動力となった。第 1図は， 1943年半ば，大統領府のなかに形成され
た戦時経済統制機構の骨格をあらわしている。すなわち，それは戦時生産局
を中心とする生産統制機謁を中核とし， 戦時人的資源委員会 (WarMan-
power Commission)を中心とする労働力統制機関と．経済安定局 (Office
of Economic Stabilization)を中心とする消費および金融統制機関が配置さ
れ，これらを戦時動員局 (Officeof War Mobilization)が総括するという
形をとっている。それは膨大な軍事的官僚制が国民経済にしだいに重圧を加
（町）
えるなかで，権力の中枢部に生みだされた巨大な「社会的運営の機構」であ
(25) レーニン，「資本主義の最高の段階としての帝国主義」，前掲， '-239ページ。
(26) 吉村達次氏はかって，本文で引用したレーニンの命題についてつぎのように述
べている。「これは，今日，独占資本主義のもとでは， 恐慌の犠牲が強力的に
弱小資本にしわよせされる硯象として，誰しも認めているところであるが，注
意すぺきは，「重工業の……特権的地位」という指摘である。一般に独占資本
はこのような特権的地位を享受してきたが，そのなかでも特にどの産業部門が
そのような地位をえるかは，それぞれの時期あるいは国の資本主義発展の諸条
件ー一危機の深化の性格と度合といった方がよいかも知れない一~によって移
動する。ある場合には軍需産業であったり，ある場合にはエネルギ一産業であ
ったりする。」 （吉村達次，「経済学方法論」，雄渾社， 1966年， 217ページ）。
この指摘は，今後，アメリカ合衆国の国家独占資本主義的統制技術の経済発
展におよぽす作用を歴史的に研究するうえで，重要な指針となるであろう。
（切） レーニン，「国家と革命」，全集25巻， 460ページ。 なおレーニンが，こうした
「会社的運営の機構」の構成分野として，全国家的規模での生産と分配との調
整，全般的労働義務， 強制的シンジヶート化（企業連合への統合）， という三
つをあげたことはよく知られている（レーニン「1905年ー1907年のロシア革命
における社会民主党の農業綱領」全集13巻， 442ページ）。第1図をみると，第
二次大戦期の合衆国の戦時経済統制機構も，この三つの領域をになう諸機関が
純粋に分化して構成されていることがわかる。
90(666) 合衆国産業動員体制下の生産の集積（横田）
った。 そしてこの「運営機構」の内部では，戦時経済の矛盾がうずまき社会
諸階級・諸集団の利害の対立が噴出するなかで， めまぐるしい「政治的・行
(28) 
政的綱わたり (politico-administrativetightrope walking)」が展開され，........ 
紛争解決の手段が開発されるのである。 すなわち，「資本の専制的権威」の............ .............. 
支配する民間会社のなかで「生産の組織性」を最高にたかめる手段として開............................... 
発された技術が， 「社会的生産の無政府性」に対する統制技術として，民主.................... 
主義的政治形態をとる国家部門に導入されるところから発生するきわめて興
味ぶかい硯象を解明することも，今後の重要な課題である。
(28) "The United States at War," op. cit., p. 386. 
